











【背景・目的】国保連の平成 26 年 3 月実績では生活介護











介護を提供する施設･事業所 99 ヶ所(入所 39、通所 60)。 





に準ずる者に依頼をした。なお本研究は平成 26 年 4 月 1
日を回答基準としており、その為障害程度区分としている。 
分析ソフト：統計解析ソフト R(statistics R version 3.2.3)。 
倫理的配慮：平成 26 年 4 月に新潟医療福祉大学倫理審査
委員会の承認を得た(承認番号 17479-140415)。 
 
【結果】99 施設･事業所に配布し 78 施設･事業所(78.8%)
から回答を得た。その内訳は入所では 39 施設のうち 34


















表 1 施設･事業所の概要 
 
 
































 n(%)  n(%)
有り 34(100.0) 44(100.0) 1.000
無し 0(0.0) 0(0.0)









* p<0.05     ** p<0.01









職員が足りない 23(67.6) 17(38.6) 0.013 *
活動内容が少ない 17(50.0) 24(54.5) 0.819
高齢化により活動が安定しない 21(61.7) 5(11.3) 0.000 **
年齢、特性が幅広い 29(85.2) 30(68.1) 0.112
資源、資金が足りない 1(2.9) 10(22.7) 0.019 *
他の業務が忙しい 3(8.8) 8(18.1) 0.331
その他 8(23.5) 20(45.5) 0.058
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された。しかし、平成 28 年 3 月に策定された新潟県障害
福祉計画で示された「訪問支援事業」の利用実績が著しく
少ない状況であった（実利用者数：平成 24 年度は 5 名、
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